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熟慮期間後の相続放棄 

 

田中和子（仮名）さんは、父の死後 5年が経った昨年の夏、銀行から突然身に覚えのない返済督促の内容証明 

書を受け取りました。それは、亡くなった父の借入金に関するものでした。頭の整理がつかないまま、兄、姉と 

連絡を取り合い、原因は父の相続手続に関係することが分かってきました。 

 

事の顛末を要約すると、田中さんの実家は、昔から不動産賃貸業と亡くなった父が始めた居酒屋が主たる事業で、 

居酒屋の経営は長兄の長男が取り仕切っています。家族関係図は(図１)の通りで、母が先に他界、その後父が亡く 

なった後も兄弟は仲良く、法事のたびに集い四方山話を楽しむ円満な関係が続いていました。 

亡くなった父が銀行から借入した事業資金は、長兄と実質的に経営を継いだ甥が返済していたのですが、居酒 

屋の経営不振が原因で返済が滞り、父の法定相続人である子どもたち 3 人に督促状が届いたことが判明しました。 

しかし、田中和子さんは、何か釈然としないものを感じました。 

 

(1)5 年前の相続手続はどうなっているのか 

(2)事業経営に関係していない人に何故督促状が届くのか 

(3)田中さんは返済を余儀なくされるのか 

(4)他の兄姉の状況はどうなのか、等々 

 

様々な疑問が生じますが、答えは意外と明快です。 

(1)父は遺言書を残していなかったので、遺産分割協議書を作成して財産分けをすることになりますが、嫁いで 

いた姉と田中さんは元々実家の財産など継承する意思はなく、父の財産内容の詳細も知らなかった状況で、相続 

手続は放置されたままになっていた。 

 

(2)借入金(債務)は、相続人全員で返済すべきものであり、ある特定の人が返済を続ける場合、債権者(銀行) 

の同意が必要です。そうした場合、銀行は相続人に債務承認引受書に署名捺印を求め、後日の紛議を避ける手配 

をしますが、そうした手続の形跡はなく、返済義務のある 3人の子どもに同時に督促状が届いた。 

 

(3)田中さんと姉は、プラスの財産もマイナスの財産も承継する意思はなく、後を継いだ長男にすべてを託し 

たものと思っていた。問題は、熟慮期間(3 ヵ月)をとっくに過ぎており、相続放棄ができるかということ。 

 

(4)長男自身も実質的に息子に経営を譲った直後の延滞に困惑の状況だったが、責任をもって引き続き返済す 

る旨の考えを姉妹に示し、長女は田中さんと同じく相続放棄したい旨を意思表示した。 
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状況を整理すると、次に対応すべきことが明確になります。田中さんと姉は、家庭裁判所に相続放棄の手続を 

することです。しかし、常識的には 3ヵ月を超えているので、手続を逡巡しがちですが、ダメもとを覚悟で相続 

放棄申述書を提出しました。申述書には、先ほどの問題点の整理をもとに、①相続手続そのものを知らなかったし、 

具体的な手続を認識していなかった。②借入金の存在を知らなかった。また、プラスの財産の価値なども確認し 

たことはなく、承継する意思もない。③督促状が届いて事の重大さを知った。④返済は長男が責任を持つことで、 

銀行と合意が整った．．．といった趣旨の文面を添付し提出したところ、結果は、相続放棄が認められることにな 

りました。手続は次の通りです。 

 

家庭裁判所に対する申述は「相続放棄申述書」の提出によって行います。申述書には、①申述者の氏名および 

住所、②被相続人の氏名および最後の住所、③被相続人との続柄、④相続の開始があったことを知った年月日、 

⑤相続の放棄をする旨を記載し、申述者または代理人がこれに署名押印しなければなりません。相続放棄申述書 

の用紙は家庭裁判所の窓口に備え付けられています。家庭裁判所は相続放棄の申述を受理するときは、審判を行い、 

相続放棄が申述者の真意に基づくものであるかどうかを確認したうえで受理しなければならないことになってい 

ます(家事審判法)。 

田中さんのケースは稀な事例になるでしょうが、真の事情が分かれば熟慮期間(3 ヵ月)後の相続放棄が認めら 

れることがあることを事実として知っておきたいものです。 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最後に相続形態の基礎知識をまとめました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図１）家族関係図 
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相続の開始により、相続人は亡くなった人の財産を承継しますが、相続人は自分の意思に反して

までそれを強制されることはありません。何故なら、相続財産には、不動産や預金などの積極財

産だけでなく、借入金など消極財産が含まれることもあり、多額の借入金だけの場合、その返済

は過酷な結果になるからです。 
そこで、相続人の意思で相続の形態を次の三つから選択できることになっています。一つは、亡

くなった人のすべての財産を無条件で相続する「単純承認」、次に、積極財産の範囲内で消極財産

を承継する「限定承認」、三つ目は、積極財産も消極財産もまったく引き継がない「相続放棄」で

す。相続人は相続の開始があったことを知ったときから 3ヵ月以内(熟慮期間)にそれを決めなけれ
ばいけません。 
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